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(57)【要約】
【課題】非水電解液の電極活物質等への浸透性の改善を
図り、生産性および電池容量を向上できるとともに、長
期および高温などの過酷な環境下における使用時の電池
特性を改善できる、非水電解質電池および非水電解質を
提供する。
【解決手段】セパレータ２３には、電解液が含浸されて
いる。電解液は、溶媒と、電解質塩と、オクチルトリク
ロロシランなどのハロゲン化シリルアルキル化合物とを
含む。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　正極と、
　負極と、
　溶媒および電解質塩を含む非水電解質と
を有し、
　上記非水電解質は、式（１）で表されるシリル化合物を含む非水電解質電池。
【化１】

（Ｘは、炭素数８以上２２以下の主鎖を有する脂肪族炭化水素基である。
　Ｘは、水素の一部またはすべてがハロゲンで置換されてもよい。
　Ｒ１～Ｒ３は、それぞれ独立して、水素基、ハロゲン基または脂肪族炭化水素基である
。
　Ｒ１～Ｒ３の少なくとも１つはハロゲン基を含む。）
【請求項２】
　上記シリル化合物の含有量は、上記非水電解質に対して、０．０１質量％以上１質量％
以下である請求項１記載の非水電解質電池。
【請求項３】
　上記式（１）において、上記Ｘは、炭素数８以上２０以下の主鎖を有する脂肪族炭化水
素基である請求項１記載の非水電解質電池。
【請求項４】
　上記式（１）において、上記脂肪族炭化水素基は、アルキル基である請求項１記載の非
水電解質電池。
【請求項５】
　上記式（１）において、Ｒ１～Ｒ３のうち２つ以上がハロゲン基である請求項１記載の
非水電解質電池。
【請求項６】
　上記式（１）において、上記ハロゲン基は、塩素基またはフッ素基である請求項１記載
の非水電解質電池。
【請求項７】
　ラミネートフィルムで外装された請求項１記載の非水電解質電池。
【請求項８】
　溶媒と、
　電解質塩と、
　式（１）で表されるシリル化合物と
を含む非水電解質。

【化２】

（Ｘは、炭素数８以上２２以下の主鎖を有する脂肪族炭化水素基である。
　Ｘは、水素の一部またはすべてがハロゲンで置換されてもよい。
　Ｒ１～Ｒ３は、それぞれ独立して、水素基、ハロゲン基または脂肪族炭化水素基である
。
　Ｒ１～Ｒ３の少なくとも１つはハロゲン基を含む。）
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　この発明は、非水電解質電池および非水電解質に関する。さらに詳しくは、溶媒および
電解質塩を含む非水電解質を用いた非水電解質電池に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、カメラ一体型ＶＴＲ（Video Tape Recorder）、携帯電話あるいはノートパソコ
ンなどのポータブル電子機器が広く普及しており、その小型化、軽量化および長寿命化が
強く求められている。これに伴い、電源として、電池、特に軽量で高エネルギー密度を得
ることが可能な二次電池の開発が進められている。
【０００３】
　中でも、リチウムイオン二次電池は、充放電反応にリチウム（Ｌｉ）の吸蔵および放出
を利用する二次電池であり、鉛電池やニッケルカドミウム電池よりも高いエネルギー密度
が得られるため、大いに期待されている。
【０００４】
　リチウムイオン二次電池は、一般的に、正極活物質としてＬｉＣｏＯ2などの金属酸化
物、負極活物質として炭素質材料などを使用する。また、正極と負極との間に配置された
セパレータと、溶媒およびこの溶媒に溶解したＬｉＰＦ6などのリチウム塩を含む非水電
解液とを備える。この非水電解液は、正極と負極との間でリチウムイオンを移動させる媒
体の役割をする。
【０００５】
　溶媒としては、一般的に、エチレンカーボネート（ＥＣ）、プロピレンカーボネート（
ＰＣ）のような非プロトン性高誘電率溶媒、ジエチルカーボネート（ＤＥＣ）、ジメチル
カーボネート（ＤＭＣ）などの非プロトン性低粘度溶媒などを用いる。
【０００６】
　これらの非プロトン性高誘電率溶媒と、非プロトン性低粘度溶媒とを混合した混合溶媒
が、主として使用される。この混合溶媒は、電解質塩を効果的に溶解することができ、イ
オン解離できる程度の極性溶媒であると同時に、充放電の際に充分に速い速度でイオンを
伝達できる非プロトン性溶媒である。
【０００７】
　このような高誘電率溶媒と低粘度溶媒との混合溶媒に、リチウム塩を溶解した非水電解
液は、極性による相互作用のために、多くの場合、高い粘性および表面張力を示す。した
がって、リチウムイオン二次電池の非水電解液は、ポリビニリデンフルオライド（ＰＶｄ
Ｆ）などの結合剤を含む電極材料に対し低い親和性しか示さないため、電極活物質等への
浸透速度が遅い。このことは、電池組み立て段階で電解液を電極活物質等に浸透させるの
にかなりの時間を費やさなければならず、生産性の向上を妨げる原因になる。また、電解
液が浸透されていない電極活物質は、充放電に関与できないため、電極の持つ容量を十分
に発揮させることができない。
【０００８】
　非水電解液の電極活物質等への浸透性の改善を図り、生産性および電池特性を最適化す
るための手法が提案されている。特許文献１では、炭素材料よりなる負極または非水電解
液中に、界面活性剤を添加することが提案されている。特許文献２では、リチウム遷移金
属化合物を含むカソードおよび／または黒鉛化炭素を含むアノードに界面活性剤を付加す
ることが提案されている。
【０００９】
　一般的な界面活性剤であるカチオン系、アニオン系、両性系、ノニオン系等の界面活性
剤およびフルオロカーボン鎖を有するフッ素系界面活性剤は、表面張力低下作用が大きく
、電極材料との接触性を向上できる。特許文献１～特許文献２では、ノニオンタイプフッ
素系界面活性剤（パーフルオロアルキルエステル）、パーフルオロアルキルスルホン酸塩
、ＰＥＯ－ＰＰＯブロックコポリマーなどの一般的な界面活性剤が使用されている。
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【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開平７－２６３０２７号公報
【特許文献２】特表２００９－５２６３４９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　しかしながら、特許文献１～特許文献２で使用されている界面活性剤は、非プロトン性
溶媒に比べて耐酸化還元性が劣るために、これらの界面活性剤を電解液中に含有させた場
合には、長期の使用において電池特性を劣化させることが問題となる。
【００１２】
　本発明はかかる問題点に鑑みてなされたもので、その目的は、非水電解液の電極活物質
等への浸透性の改善を図り、生産性および電池容量を向上できるとともに、長期および高
温などの過酷な環境下における使用時の電池特性を改善できる、非水電解質電池および非
水電解質を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上述した課題を解決するために、第１の発明は、正極と、負極と、溶媒および電解質塩
を含む非水電解質とを有し、非水電解質は、式（１）で表されるシリル化合物を含む非水
電解質電池である。

【化１】

（Ｘは、炭素数８以上２２以下の主鎖を有する脂肪族炭化水素基である。
　Ｘは、水素の一部またはすべてがハロゲンで置換されてもよい。
　Ｒ１～Ｒ３は、それぞれ独立して、水素基、ハロゲン基または脂肪族炭化水素基である
。
　Ｒ１～Ｒ３の少なくとも１つはハロゲン基を含む。）
【００１４】
　第２の発明は、溶媒と、電解質塩と、式（１）で表されるシリル化合物を含む非水電解
質である。
【化２】

（Ｘは、炭素数８以上２２以下の主鎖を有する脂肪族炭化水素基である。
　Ｘは、水素の一部またはすべてがハロゲンで置換されてもよい。
　Ｒ１～Ｒ３は、それぞれ独立して、水素基、ハロゲン基または脂肪族炭化水素基である
。
　Ｒ１～Ｒ３の少なくとも１つはハロゲン基を含む。）
【００１５】
　第１の発明および第２の発明では、非水電解質中に、式（１）で表されるシリル化合物
を含む。これにより、非水電解液の電極活物質等への浸透性が改善され、生産性および電
池容量を向上できる。また、使用初期の充放電によって負極上に安定なＳＥＩ（Solid El
ectrolyte Interface:固体電解質膜）と呼称される被膜が形成されることによって、長期
および高温などの環境下における使用時の電池特性を改善できる。
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【発明の効果】
【００１６】
　この発明によれば、生産性および電池容量を向上できるとともに、長期および高温など
の過酷な環境下における使用時の電池特性を改善できる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】この発明の実施の形態による非水電解質電池の構成例を示す断面図である。
【図２】図１における巻回電極体の一部を拡大した断面図である。
【図３】この発明の実施の形態による非水電解質電池の構成例を示す分解斜視図である。
【図４】図３における巻回電極体のＩ－Ｉ線に沿った断面図である。
【図５】この発明の実施の形態による非水電解質電池の構成の一例を示す分解斜視図であ
る。
【図６】電池素子の外観の一例を示す斜視図である。
【図７】電池素子の構成の一例を示す断面図である。
【図８】正極の形状の一例を示す平面図である。
【図９】負極の形状の一例を示す平面図である。
【図１０】セパレータの形状の一例を示す平面図である。
【図１１】この発明の実施の形態による非水電解質電池に用いられる電池素子の構成の一
例を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、この発明の実施の形態について図面を参照して説明する。なお、説明は、以下の
順序で行う。
１．第１の実施の形態（非水電解質電池の第１の例）
２．第２の実施の形態（非水電解質電池の第２の例）
３．第３の実施の形態（非水電解質電池の第３の例）
４．第４の実施の形態（非水電解質電池の第４の例）
５．第５の実施の形態（非水電解質電池の第５の例）
６．他の実施の形態（変形例）
【００１９】
１．第１の実施の形態
（非水電解質電池の構成）
　この発明の第１の実施の形態による非水電解質電池について説明する。図１はこの発明
の第１の実施の形態による非水電解質電池の断面構成を示す。図２は、図１に示した巻回
電極体２０の一部を拡大して示す。この非水電解質電池は、例えば、負極の容量が電極反
応物質であるリチウムの吸蔵および放出に基づいて表されるリチウムイオン二次電池であ
る。
【００２０】
　この非水電解質電池は、主に、ほぼ中空円柱状の電池缶１１の内部に、セパレータ２３
を介して正極２１と負極２２とが積層および巻回された巻回電極体２０と、一対の絶縁板
１２，１３とが収納されたものである。この円柱状の電池缶１１を用いた電池構造は、円
筒型と呼ばれている。
【００２１】
　電池缶１１は、例えばニッケル（Ｎｉ）のめっきがされた鉄（Ｆｅ）により構成されて
おり、一端部が閉鎖され他端部が開放されている。電池缶１１の内部には、巻回電極体２
０を挟むように巻回周面に対して垂直に一対の絶縁板１２、１３がそれぞれ配置されてい
る。
【００２２】
　電池缶１１の開放端部には、電池蓋１４と、この電池蓋１４の内側に設けられた安全弁
機構１５および熱感抵抗素子（Positive Temperature Coefficient;ＰＴＣ素子）１６と
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が、ガスケット１７を介してかしめられることにより取り付けられており、電池缶１１の
内部は密閉されている。
【００２３】
　電池蓋１４は、例えば、電池缶１１と同様の材料により構成されている。安全弁機構１
５は、熱感抵抗素子１６を介して電池蓋１４と電気的に接続されており、内部短絡あるい
は外部からの加熱などにより電池の内圧が一定以上となった場合にディスク板１５Ａが反
転して電池蓋１４と巻回電極体２０との電気的接続を切断するようになっている。
【００２４】
　熱感抵抗素子１６は、温度が上昇すると抵抗値の増大により電流を制限し、大電流によ
る異常な発熱を防止するものである。ガスケット１７は、例えば絶縁材料により構成され
ており、表面にはアスファルトが塗布されている。
【００２５】
　巻回電極体２０の中心には、例えば、センターピン２４が挿入されている。巻回電極体
２０の正極２１にはアルミニウム（Ａｌ）などよりなる正極リード２５が接続されており
、負極２２にはニッケル（Ｎｉ）などよりなる負極リード２６が接続されている。正極リ
ード２５は安全弁機構１５に溶接されることにより電池蓋１４と電気的に接続されており
、負極リード２６は電池缶１１に溶接され電気的に接続されている。
【００２６】
（正極）
　正極２１は、例えば、一対の面を有する正極集電体２１Ａの両面に正極活物質層２１Ｂ
が設けられたものである。ただし、正極活物質層２１Ｂは、正極集電体２１Ａの片面だけ
に設けられていてもよい。
【００２７】
　正極集電体２１Ａは、例えば、アルミニウム、ニッケルまたはステンレスなどの金属材
料によって構成されている。
【００２８】
　正極活物質層２１Ｂは、正極活物質として、リチウムを吸蔵および放出することが可能
な正極材料のいずれか１種または２種以上を含んでおり、必要に応じて、結着剤や導電剤
などの他の材料を含んでいてもよい。
【００２９】
（正極材料）
　リチウムを吸蔵および放出することが可能な正極材料としては、例えば、リチウム含有
化合物が好ましい。高いエネルギー密度が得られるからである。このリチウム含有化合物
としては、例えば、リチウムと遷移金属元素とを含む複合酸化物や、リチウムと遷移金属
元素とを含むリン酸化合物などが挙げられる。中でも、遷移金属元素としてコバルト、ニ
ッケル、マンガンおよび鉄からなる群のうちの少なくとも１種を含むものが好ましい。よ
り高い電圧が得られるからである。
【００３０】
　リチウムと遷移金属元素とを含む複合酸化物としては、例えば、リチウムコバルト複合
酸化物（ＬｉxＣｏＯ2）、リチウムニッケル複合酸化物（ＬｉxＮｉＯ2）、リチウムニッ
ケルコバルト複合酸化物（ＬｉxＮｉ1-zＣｏzＯ2（ｚ＜１））、リチウムニッケルコバル
トマンガン複合酸化物（ＬｉxＮｉ(1-v-w)ＣｏvＭｎwＯ2（ｖ＋ｗ＜１））、またはスピ
ネル型構造を有するリチウムマンガン複合酸化物（ＬｉＭｎ2Ｏ4）あるいはリチウムマン
ガンニッケル複合酸化物（ＬｉＭｎ2-tＮｉtＯ4（ｔ＜２））などが挙げられる。中でも
、コバルトを含む複合酸化物が好ましい。高い容量が得られると共に、優れたサイクル特
性も得られるからである。また、リチウムと遷移金属元素とを含むリン酸化合物としては
、例えば、リチウム鉄リン酸化合物（ＬｉＦｅＰＯ4）、リチウム鉄マンガンリン酸化合
物（ＬｉＦｅ1-uＭｎuＰＯ4（ｕ＜１））、ＬｉxＦｅ1-yＭ２yＰＯ4（式中、Ｍ２は、マ
ンガン（Ｍｎ）、ニッケル（Ｎｉ）、コバルト（Ｃｏ）、亜鉛（Ｚｎ）、マグネシウム（
Ｍｇ）からなる群のうちの少なくとも１種を表す。ｘは、０．９≦ｘ≦１．１の範囲内の
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値である。）などが挙げられる。
【００３１】
　更にまた、より高い電極充填性とサイクル特性が得られるという観点から、上記リチウ
ム含有化合物のいずれかより成る芯粒子の表面を、他のリチウム含有化合物のいずれかよ
り成る微粒子で被覆した複合粒子としてもよい。
【００３２】
　この他、リチウムを吸蔵および放出することが可能な正極材料としては、例えば、酸化
チタン、酸化バナジウムあるいは二酸化マンガンなどの酸化物や、二硫化チタンあるいは
硫化モリブデンなどの二硫化物や、セレン化ニオブなどのカルコゲン化物や、硫黄、ポリ
アニリンあるいはポリチオフェンなどの導電性高分子も挙げられる。もちろん、リチウム
を吸蔵および放出することが可能な正極材料は、上記以外のものであってもよい。また、
上記した一連の正極材料は、任意の組み合わせで２種以上混合されてもよい。
【００３３】
（負極）
　負極２２は、例えば、一対の面を有する負極集電体２２Ａの両面に負極活物質層２２Ｂ
が設けられたものである。ただし、負極活物質層２２Ｂは、負極集電体２２Ａの片面だけ
に設けられていてもよい。
【００３４】
　負極集電体２２Ａは、例えば、銅、ニッケルまたはステンレスなどの金属材料によって
構成されている。
【００３５】
　負極活物質層２２Ｂは、負極活物質として、リチウムを吸蔵および放出することが可能
な負極材料のいずれか１種または２種以上を含んでおり、必要に応じて、結着剤や導電剤
などの他の材料を含んでいてもよい。この際、リチウムを吸蔵および放出することが可能
な負極材料における充電可能な容量は、正極の放電容量よりも大きくなっていることが好
ましい。なお、結着剤および導電剤に関する詳細は、正極と同様である。
【００３６】
　リチウムを吸蔵および放出することが可能な負極材料としては、例えば、炭素材料が挙
げられる。この炭素材料とは、例えば、易黒鉛化性炭素や、（００２）面の面間隔が０．
３７ｎｍ以上の難黒鉛化性炭素や、（００２）面の面間隔が０．３４ｎｍ以下の黒鉛など
である。より具体的には、熱分解炭素類、コークス類、ガラス状炭素繊維、有機高分子化
合物焼成体、活性炭またはカーボンブラック類などがある。このうち、コークス類には、
ピッチコークス、ニードルコークスまたは石油コークスなどが含まれる。有機高分子化合
物焼成体とは、フェノール樹脂やフラン樹脂などを適当な温度で焼成して炭素化したもの
をいう。炭素材料は、リチウムの吸蔵および放出に伴う結晶構造の変化が非常に少ないた
め、高いエネルギー密度が得られると共に優れたサイクル特性が得られ、さらに導電剤と
しても機能するので好ましい。なお、炭素材料の形状は、繊維状、球状、粒状または鱗片
状のいずれでもよい。
【００３７】
　上述の炭素材料の他、リチウムを吸蔵および放出することが可能な負極材料としては、
例えば、リチウムを吸蔵および放出することが可能であると共に金属元素および半金属元
素のうちの少なくとも１種を構成元素として有する材料が挙げられる。高いエネルギー密
度が得られるからである。このような負極材料は、金属元素または半金属元素の単体でも
合金でも化合物でもよく、それらの１種または２種以上の相を少なくとも一部に有するよ
うなものでもよい。なお、この発明における「合金」には、２種以上の金属元素からなる
ものに加えて、１種以上の金属元素と１種以上の半金属元素とを含むものも含まれる。ま
た、「合金」は、非金属元素を含んでいてもよい。この組織には、固溶体、共晶（共融混
合物）、金属間化合物、またはそれらの２種以上が共存するものがある。
【００３８】
　上記した金属元素または半金属元素としては、例えば、リチウムと合金を形成すること
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が可能な金属元素または半金属元素が挙げられる。具体的には、マグネシウム（Ｍｇ）、
ホウ素（Ｂ）、アルミニウム（Ａｌ）、ガリウム（Ｇａ）、インジウム（Ｉｎ）、ケイ素
（Ｓｉ）、ゲルマニウム（Ｇｅ）、スズ（Ｓｎ）、鉛（Ｐｂ）、ビスマス（Ｂｉ）、カド
ミウム（Ｃｄ）、銀（Ａｇ）、亜鉛（Ｚｎ）、ハフニウム（Ｈｆ）、ジルコニウム（Ｚｒ
）、イットリウム（Ｙ）、パラジウム（Ｐｄ）または白金（Ｐｔ）などである。中でも、
ケイ素およびスズのうちの少なくとも１種が好ましく、ケイ素がより好ましい。リチウム
を吸蔵および放出する能力が大きいため、高いエネルギー密度が得られるからである。
【００３９】
　ケイ素およびスズのうちの少なくとも１種を有する負極材料としては、例えば、ケイ素
の単体、合金または化合物や、スズの単体、合金または化合物や、それらの１種または２
種以上の相を少なくとも一部に有する材料が挙げられる。
【００４０】
　ケイ素の合金としては、例えば、ケイ素以外の第２の構成元素として、スズ（Ｓｎ）、
ニッケル（Ｎｉ）、銅（Ｃｕ）、鉄（Ｆｅ）、コバルト（Ｃｏ）、マンガン（Ｍｎ）、亜
鉛（Ｚｎ）、インジウム（Ｉｎ）、銀（Ａｇ）、チタン（Ｔｉ）、ゲルマニウム（Ｇｅ）
、ビスマス（Ｂｉ）、アンチモン（Ｓｂ）およびクロム（Ｃｒ）からなる群のうちの少な
くとも１種を含むものが挙げられる。スズの合金としては、例えば、スズ（Ｓｎ）以外の
第２の構成元素として、ケイ素（Ｓｉ）、ニッケル（Ｎｉ）、銅（Ｃｕ）、鉄（Ｆｅ）、
コバルト（Ｃｏ）、マンガン（Ｍｎ）、亜鉛（Ｚｎ）、インジウム（Ｉｎ）、銀（Ａｇ）
、チタン（Ｔｉ）、ゲルマニウム（Ｇｅ）、ビスマス（Ｂｉ）、アンチモン（Ｓｂ）およ
びクロム（Ｃｒ）からなる群のうちの少なくとも１種を含むものが挙げられる。
【００４１】
　スズの化合物またはケイ素の化合物としては、例えば、酸素（Ｏ）または炭素（Ｃ）を
含むものが挙げられ、スズ（Ｓｎ）またはケイ素（Ｓｉ）に加えて、上記した第２の構成
元素を含んでいてもよい。
【００４２】
　特に、ケイ素（Ｓｉ）およびスズ（Ｓｎ）のうちの少なくとも１種を含む負極材料とし
ては、例えば、スズ（Ｓｎ）を第１の構成元素とし、そのスズ（Ｓｎ）に加えて第２の構
成元素と第３の構成元素とを含むものが好ましい。勿論、この負極材料を上記した負極材
料と共に用いてもよい。第２の構成元素は、コバルト（Ｃｏ）、鉄（Ｆｅ）、マグネシウ
ム（Ｍｇ）、チタン（Ｔｉ）、バナジウム（Ｖ）、クロム（Ｃｒ）、マンガン（Ｍｎ）、
ニッケル（Ｎｉ）、銅（Ｃｕ）、亜鉛（Ｚｎ）、ガリウム（Ｇａ）、ジルコニウム（Ｚｒ
）、ニオブ（Ｎｂ）、モリブデン（Ｍｏ）、銀（Ａｇ）、インジウム（Ｉｎ）、セリウム
（Ｃｅ）、ハフニウム（Ｈｆ）、タンタル（Ｔａ）、タングステン（Ｗ）、ビスマス（Ｂ
ｉ）およびケイ素（Ｓｉ）からなる群のうちの少なくとも１種である。第３の構成元素は
、ホウ素（Ｂ）、炭素（Ｃ）、アルミニウム（Ａｌ）およびリン（Ｐ）からなる群のうち
の少なくとも１種である。第２の元素および第３の元素を含むことにより、サイクル特性
が向上するからである。
【００４３】
　中でも、スズ（Ｓｎ）、コバルト（Ｃｏ）および炭素（Ｃ）を構成元素として含み、炭
素（Ｃ）の含有量が９．９質量％以上２９．７質量％以下の範囲内、スズ（Ｓｎ）および
コバルト（Ｃｏ）の合計に対するコバルト（Ｃｏ）の割合（Ｃｏ／（Ｓｎ＋Ｃｏ））が３
０質量％以上７０質量％以下の範囲内であるＣｏＳｎＣ含有材料が好ましい。このような
組成範囲において、高いエネルギー密度が得られると共に優れたサイクル特性が得られる
からである。
【００４４】
　このＳｎＣｏＣ含有材料は、必要に応じて、さらに他の構成元素を含んでいてもよい。
他の構成元素としては、例えば、ケイ素（Ｓｉ）、鉄（Ｆｅ）、ニッケル（Ｎｉ）、クロ
ム（Ｃｒ）、インジウム（Ｉｎ）、ニオブ（Ｎｂ）、ゲルマニウム（Ｇｅ）、チタン（Ｔ
ｉ）、モリブデン（Ｍｏ）、アルミニウム（Ａｌ）、リン（Ｐ）、ガリウム（Ｇａ）また
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はビスマス（Ｂｉ）などが好ましく、それらの２種以上を含んでいてもよい。容量特性ま
たはサイクル特性がさらに向上するからである。
【００４５】
　なお、ＳｎＣｏＣ含有材料は、スズ（Ｓｎ）、コバルト（Ｃｏ）および炭素（Ｃ）を含
む相を有しており、この相は結晶性の低いまたは非晶質な構造を有していることが好まし
い。また、ＳｎＣｏＣ含有材料では、構成元素である炭素の少なくとも一部が、他の構成
元素である金属元素あるいは半金属元素と結合していることが好ましい。サイクル特性の
低下は、スズ（Ｓｎ）などが凝集あるいは結晶化することによるものであると考えられる
が、炭素が他の元素と結合することにより、そのような凝集または結晶化が抑制されるか
らである。
【００４６】
　元素の結合状態を調べる測定方法としては、例えば、Ｘ線光電子分光法（X-ray Photoe
lectron Spectroscopy;XPS）が挙げられる。このＸＰＳでは、金原子の４ｆ軌道（Ａｕ４
ｆ）のピークが８４．０ｅＶに得られるようにエネルギー較正された装置において、グラ
ファイトであれば、炭素の１ｓ軌道（Ｃ１ｓ）のピークは２８４．５ｅＶに現れる。また
、表面汚染炭素であれば、２８４．８ｅＶに現れる。これに対して、炭素元素の電荷密度
が高くなる場合、例えば、炭素が金属元素または半金属元素と結合している場合には、Ｃ
１ｓのピークは２８４．５ｅＶよりも低い領域に現れる。すなわち、ＳｎＣｏＣ含有材料
について得られるＣ１ｓの合成波のピークが２８４．５ｅＶよりも低い領域に現れる場合
には、ＳｎＣｏＣ含有材料に含まれる炭素（Ｃ）の少なくとも一部が他の構成元素である
金属元素または半金属元素と結合している。
【００４７】
　なお、ＸＰＳでは、例えば、スペクトルのエネルギー軸の補正に、Ｃ１ｓのピークを用
いる。通常、表面には表面汚染炭素が存在しているので、表面汚染炭素のＣ１ｓのピーク
を２８４．８ｅＶとし、これをエネルギー基準とする。ＸＰＳにおいて、Ｃ１ｓのピーク
の波形は、表面汚染炭素のピークとＳｎＣｏＣ含有材料中の炭素のピークとを含んだ形と
して得られるので、例えば、市販のソフトウエアを用いて解析することにより、表面汚染
炭素のピークと、ＳｎＣｏＣ含有材料中の炭素のピークとを分離する。波形の解析では、
最低束縛エネルギー側に存在する主ピークの位置をエネルギー基準（２８４．８ｅＶ）と
する。
【００４８】
　また、リチウムを吸蔵および放出することが可能な負極材料としては、例えば、リチウ
ムを吸蔵および放出することが可能な金属酸化物または高分子化合物なども挙げられる。
金属酸化物とは、例えば、酸化鉄、酸化ルテニウムまたは酸化モリブデンなどであり、高
分子化合物とは、例えば、ポリアセチレン、ポリアニリンまたはポリピロールなどである
。
【００４９】
　なお、リチウムを吸蔵および放出することが可能な負極材料は、上記以外のものであっ
てもよい。また、上記の負極材料は、任意の組み合わせで２種以上混合されてもよい。
【００５０】
　負極活物質層２２Ｂは、例えば、気相法、液相法、溶射法、焼成法、または塗布のいず
れにより形成してもよく、それらの２以上を組み合わせてもよい。負極活物質層２２Ｂを
気相法、液相法、溶射法若しくは焼成法、またはそれらの２種以上の方法を用いて形成す
る場合には、負極活物質層２２Ｂと負極集電体２２Ａとが界面の少なくとも一部において
合金化していることが好ましい。具体的には、界面において負極集電体２２Ａの構成元素
が負極活物質層２２Ｂに拡散し、あるいは負極活物質層２２Ｂの構成元素が負極集電体２
２Ａに拡散し、またはそれらの構成元素が互いに拡散し合っていることが好ましい。充放
電に伴う負極活物質層２２Ｂの膨張および収縮による破壊を抑制することができると共に
、負極活物質層２２Ｂと負極集電体２２Ａとの間の電子伝導性を向上させることができる
からである。



(10) JP 2012-3994 A 2012.1.5

10

20

30

40

50

【００５１】
　なお、気相法としては、例えば、物理堆積法または化学堆積法、具体的には真空蒸着法
、スパッタ法、イオンプレーティング法、レーザーアブレーション法、熱化学気相成長（
CVD;Chemical Vapor Deposition）法またはプラズマ化学気相成長法などが挙げられる。
液相法としては、電気鍍金または無電解鍍金などの公知の手法を用いることができる。焼
成法とは、例えば、粒子状の負極活物質を結着剤などと混合して溶剤に分散させることに
より塗布したのち、結着剤などの融点よりも高い温度で熱処理する方法である。焼成法に
関しても公知の手法が利用可能であり、例えば、雰囲気焼成法、反応焼成法またはホット
プレス焼成法が挙げられる。
【００５２】
（セパレータ）
　セパレータ２３は、正極２１と負極２２とを隔離し、両極の接触に起因する電流の短絡
を防止しながらリチウムイオンを通過させるものである。このセパレータ２３は、例えば
、ポリテトラフルオロエチレン、ポリプロピレンまたはポリエチレンなどの合成樹脂から
なる多孔質膜や、セラミックからなる多孔質膜などによって構成されており、これらの２
種以上の多孔質膜が積層されたものであってもよい。セパレータ２３は、ポリフッ化ビニ
リデン、アラミド、ポリアクリロニトリルなどで構成してもよい。このセパレータ２３に
は、電解液が含浸されている。
【００５３】
（電解液）
　電解液は、溶媒と、電解質塩と、式（１）で表されるシリル化合物とを含む。
【００５４】
（溶媒）
　溶媒としては、例えば、炭酸エチレン（ＥＣ）、炭酸プロピレン（ＰＣ）、炭酸ブチレ
ン、炭酸ジメチル、炭酸ジエチル、炭酸エチルメチル、炭酸メチルプロピル、γ－ブチロ
ラクトン、γ－バレロラクトン、１，２－ジメトキシエタン、テトラヒドロフラン、２－
メチルテトラヒドロフラン、テトラヒドロピラン、１，３－ジオキソラン、４－メチル－
１，３－ジオキソラン、１，３－ジオキサン、１，４－ジオキサン、酢酸メチル、酢酸エ
チル、プロピオン酸メチル、プロピオン酸エチル、酪酸メチル、イソ酪酸メチル、トリメ
チル酢酸メチル、トリメチル酢酸エチル、アセトニトリル、グルタロニトリル、アジポニ
トリル、メトキシアセトニトリル、３－メトキシプロピオニトリル、Ｎ，Ｎ－ジメチルホ
ルムアミド、Ｎ－メチルピロリジノン、Ｎ－メチルオキサゾリジノン、Ｎ，Ｎ’－ジメチ
ルイミダゾリジノン、ニトロメタン、ニトロエタン、スルホラン、リン酸トリメチルまた
はジメチルスルホキシドなどを用いることができる。この電解液を電池などの電気化学デ
バイスに用いた場合において、優れた容量、サイクル特性および保存特性が得られるから
である。これらは単独で用いてもよいし、複数種を混合して用いてもよい。
【００５５】
　中でも、溶媒としては、炭酸エチレン、炭酸プロピレン、炭酸ジメチル、炭酸ジエチル
および炭酸エチルメチルからなる群のうちの少なくとも１種を含むものを用いることが好
ましい。十分な効果が得られるからである。この場合には、特に、高粘度（高誘電率）溶
媒（例えば、比誘電率ε≧３０）である炭酸エチレンまたは炭酸プロピレンと、低粘度溶
媒（例えば、粘度≦１ｍＰａ・ｓ）である炭酸ジメチル、炭酸ジエチルまたは炭酸エチル
メチルとを混合して含むものを用いることが好ましい。電解質塩の解離性およびイオンの
移動度が向上するため、より高い効果が得られるからである。
【００５６】
（電解質塩）
　電解質塩は、例えば、リチウム塩などの軽金属塩の１種あるいは２種以上を含有してい
る。このリチウム塩としては、例えば、六フッ化リン酸リチウム（ＬｉＰＦ6）、四フッ
化ホウ酸リチウム（ＬｉＢＦ4）、過塩素酸リチウム（ＬｉＣｌＯ4）、六フッ化ヒ酸リチ
ウム（ＬｉＡｓＦ6）、テトラフェニルホウ酸リチウム（ＬｉＢ（Ｃ6Ｈ5）4）、メタンス
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Ｆ3ＳＯ3）、テトラクロロアルミン酸リチウム（ＬｉＡｌＣｌ4）、六フッ化ケイ酸二リ
チウム（Ｌｉ2ＳｉＦ6）、塩化リチウム（ＬｉＣｌ）あるいは臭化リチウム（ＬｉＢｒ）
などが挙げられる。中でも、六フッ化リン酸リチウム、四フッ化ホウ酸リチウム、過塩素
酸リチウムおよび六フッ化ヒ酸リチウムからなる群のうちの少なくとも１種が好ましく、
六フッ化リン酸リチウムがより好ましい。電解液の抵抗が低下するからである。特に、六
フッ化リン酸リチウムと一緒に四フッ化ホウ酸リチウムを用いることが好ましい。
【００５７】
　この電解液は、不飽和環状炭酸エステルおよびハロゲン化環状炭酸エステルから選ばれ
る化合物の少なくとも１種を含有していることが好ましい。電解液の化学的安定性がより
向上するからである。
【００５８】
　不飽和環状炭酸エステルとしては、炭酸ビニレン系化合物、炭酸ビニルエチレン系化合
物および炭酸メチレンエチレン系化合物などが挙げられる。炭酸ビニレン系化合物として
は、例えば、炭酸ビニレン、炭酸メチルビニレン、炭酸エチルビニレン、４，５－ジメチ
ル－１，３－ジオキソール－２－オン、４，５－ジエチル－１，３－ジオキソール－２－
オンなどが、炭酸ビニルエチレン系化合物としては、例えば、炭酸ビニルエチレン、４－
メチル－４－ビニル－１，３－ジオキソラン－２－オン、４－エチル－４－ビニル－１，
３－ジオキソラン－２－オン、５－メチル－４－ビニル－１，３－ジオキソラン－２－オ
ン、４，５－ジビニル－１，３－ジオキソラン－２－オンなどが、炭酸メチレンエチレン
系化合物としては、４－メチレン－１，３－ジオキソラン－２－オン、４，４－ジメチル
－５－メチレン－１，３－ジオキソラン－２－オンなどが挙げられる。これらは単独でも
良いし、複数種が混合されてもよい。
【００５９】
　ハロゲン化環状炭酸エステルとしては、例えば、４－フルオロ－１，３－ジオキソラン
－２－オン、４－クロロ－１，３－ジオキソラン－２－オン、４，５－ジフルオロ－１，
３－ジオキソラン－２－オン、テトラフルオロ－１，３－ジオキソラン－２－オン、４－
クロロ－５－フルオロ－１，３－ジオキソラン－２－オン、の４，５－ジクロロ－１，３
－オキソラン－２－オン、テトラクロロ－１，３－ジオキソラン－２－オン、４，５－ビ
ストリフルオロメチル－１，３－ジオキソラン－２－オン、４－トリフルオロメチル－１
，３－ジオキソラン－２－オン、４，５－ジフルオロ－４，５－ジメチル－１，３－ジオ
キソラン－２－オン、４，４－ジフルオロ－５－メチル－１，３－ジオキソラン－２－オ
ン、４－エチル－５，５－ジフルオロ－１，３－ジオキソラン－２－オン、４－フルオロ
－５－トリフルオロメチル－１，３－ジオキソラン－２－オン、４－メチル－５－トリフ
ルオロメチル－１，３－ジオキソラン－２－オン、４－フルオロ－４，５－ジメチル－１
，３－ジオキソラン－２－オン、５－（１，１－ジフルオロエチル）－４，４－ジフルオ
ロ－１，３－ジオキソラン－２－オン、４，５－ジクロロ－４，５－ジメチル－１，３－
ジオキソラン－２－オン、４－エチル－５－フルオロ－１，３－ジオキソラン－２－オン
、４－エチル－４，５－ジフルオロ－１，３－ジオキソラン－２－オン、４－エチル－４
，５，５－トリフルオロ－１，３－ジオキソラン－２－オン、４－フルオロ－４－メチル
－１，３－ジオキソラン－２－オンなどが挙げられる。これらは単独でもよいし、複数種
が混合されてもよい。
【００６０】
（式（１）で表されるシリル化合物）
　電解液は、式（１）で表されるシリル化合物を含む。
【００６１】
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【化３】

（Ｘは、炭素数８以上２２以下の主鎖を有する脂肪族炭化水素基である。
　Ｘは、水素の一部またはすべてがハロゲンで置換されてもよい。
　Ｒ１～Ｒ３は、それぞれ独立して、水素基、ハロゲン基または脂肪族炭化水素基である
。
　Ｒ１～Ｒ３の少なくとも１つはハロゲン基を含む。）
【００６２】
　式（１）において、脂肪族炭化水素基としては、飽和脂肪族炭化水素基、不飽和脂肪族
炭化水素基などが挙げられる。飽和脂肪族炭化水素基としては、アルキル基などが挙げら
れる。
【００６３】
　式（１）で表されるシリル化合物は、界面活性剤である。この界面活性剤は、一般に極
性部分と、非極性部分とを有することによって、極性を有する非水電解液と、疎水性を有
する非極性な電極活物質とに対して、親和性を示す。非水電解液に式（１）で表されるシ
リル化合物を添加すると、式（１）で表されるシリル化合物は、非水電解液と電極活物質
との界面に存在して、極性部分が非水電解液に、非極性部分が電極活物質に対して、それ
ぞれ配向した構造をとる。その結果、界面活性剤を媒介として非水電解液が容易に電極中
に浸透できるようになる。したがって、電解液が電極中に十分に浸透しないで、電気化学
反応に寄与する電極活物質の量が低下して、容量が低下することを抑制できる。
【００６４】
　また、非水電解液中に、極性部分がハロゲン化シリル基である、式（１）で表されるシ
リル化合物を含有することにより、使用初期の充放電によって負極上に安定なＳＥＩ（So
lid Electrolyte Interface:固体電解質膜）と呼称される被膜が形成され、炭素質材料の
剥離や、炭酸エステルの分解を抑制することが可能になると考えられる。また、負極上で
のＳＥＩの形成と同時に、正極上にも吸着されて、電解質中のリチウム塩および溶媒が酸
化分解されるのを抑制していると考えられる。式（１）で表されるシリル化合物を含む電
解液を用いた場合には、負極での分解により形成されるＳＥＩが、ハロゲン化リチウムな
どの強固な無機成分を多く含む。また、同時に、このシリル化合物が有するハロゲン化シ
リル基によって、正極にも吸着による被膜を形成できるため、高温環境などでの使用にお
いても電池特性が向上すると考えられる。
【００６５】
　式（１）において、Ｘを構成する脂肪族炭化水素基は、主鎖の炭素数が大きくなるにつ
れて疎水性が増大し、界面活性剤としての効果が向上することから、主鎖の炭素数が８以
上とされている。また、より優れた高温環境下での電池特性を得ることができる点から、
式（１）において、Ｘを構成する脂肪族炭化水素基は、主鎖の炭素数が２０以下であるこ
とが好ましい。
【００６６】
　また、式（１）において、Ｒ１～Ｒ３に少なくとも１つ含まれるハロゲン基としては、
塩素基、フッ素基が好ましい。また、式（１）において、ケイ素原子上のハロゲン基の数
は、２つ以上が好ましく、３つがより好ましい。ケイ素原子上のハロゲン基の数が多くな
ると、電極表面において保護膜を形成する能力が高くなり、より強固で安定な保護膜が形
成されるため、電解液の分解反応をより抑制できるからである。
【００６７】
　式（１）で表されるシリル化合物としては、より具体的に、例えば、オクチルトリクロ
ロシラン、デシルトリクロロシラン、ドデシルトリクロロシラン、オクタデシルトリクロ
ロシラン、オクチルトリフルオロシラン、デシルトリフルオロシラン、ドデシルトリフル
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オロシラン、オクタデシルトリフルオロシラン、オクチルメチルジクロロシラン、デシル
メチルジクロロシラン、ドデシルメチルジクロロシラン、オクタデシルメチルジクロロシ
ラン、オクチルメチルジフルオロシラン、デシルメチルジフルオロシラン、ドデシルメチ
ルジフルオロシラン、オクタデシルメチルジフルオロシラン、オクチルジメチルクロロシ
ラン、デシルジメチルクロロシラン、ドデシルジメチルクロロシラン、オクタデシルジメ
チルクロロシラン、オクチルジメチルフルオロシラン、デシルジメチルフルオロシラン、
ドデシルジメチルフルオロシラン、オクタデシルジメチルフルオロシラン等のシリル化合
物が挙げられる。これらの中でも、ドデシルトリクロロシラン、オクタデシルトリクロロ
シラン、ドデシルメチルジクロロシラン、オクタデシルメチルジクロロシラン、ドデシル
ジメチルクロロシラン、オクタデシルジメチルクロロシランが好ましい。容易に入手可能
であると共に、高い効果が得られるからである。これらの添加剤は２種類以上を混合して
使用してもよい。
【００６８】
（含有量）
　式（１）で表されるシリル化合物の含有量は、例えば、電解液に対して、０．０１質量
％以上１質量％以下が好ましく、０．１質量％以上０．５質量％以下であることがより好
ましい。式（１）で表されるシリル化合物の含有量が過度に少ないと、界面活性剤として
の効果が十分でなく、電解液の電極活物質中への浸透を促進することができない。また、
式（１）で表されるシリル化合物の含有量が過度に多いと、電極上の被膜が厚くなり、被
膜抵抗が大きくなりすぎるために、電池の他の特性を劣化させる傾向にある。添加量とし
ては、初期の充放電でＳＥＩとして消費される量であることが好ましい。
【００６９】
（非水電解質電池の製造方法）
　上述した非水電解質電池は、以下のようにして製造できる。なお、式（１）で表される
シリル化合物を含む電解液は、電極への浸透性が改善されていることから、以下の非水電
解質電池の製造工程において、電解液が電極に十分に浸透するまでの時間を短縮できる。
これにより、電池の生産性を向上することができる。
【００７０】
（正極の製造）
　まず、正極２１を作製する。例えば、正極材料と、結着剤と、導電剤とを混合して正極
合剤としたのち、有機溶剤に分散させてペースト状の正極合剤スラリーとする。続いて、
ドクタブレードまたはバーコータなどによって正極集電体２１Ａの両面に正極合剤スラリ
ーを均一に塗布して乾燥させる。最後に、必要に応じて加熱しながらロールプレス機など
によって塗膜を圧縮成型して正極活物質層２１Ｂを形成する。この場合には、圧縮成型を
複数回に渡って繰り返してもよい。
【００７１】
（負極の製造）
　次に、負極２２を作製する。例えば、負極材料と、結着剤と、必要に応じて導電剤とを
混合して負極合剤としたのち、これを有機溶剤に分散させてペースト状の負極合剤スラリ
ーとする。続いて、ドクタブレードまたはバーコータなどによって負極集電体２２Ａの両
面に負極合剤スラリーを均一に塗布して乾燥させる。最後に、必要に応じて加熱しながら
ロールプレス機などによって塗膜を圧縮成型して負極活物質層２２Ｂを形成する。
【００７２】
　次に、正極集電体２１Ａに正極リード２５を溶接などにより取り付けると共に、負極集
電体２２Ａに負極リード２６を溶接などにより取り付ける。その後、正極２１と負極２２
とをセパレータ２３を介して巻回し、正極リード２５の先端部を安全弁機構１５に溶接す
ると共に、負極リード２６の先端部を電池缶１１に溶接して、巻回した正極２１および負
極２２を一対の絶縁板１２、１３で挟み、電池缶１１の内部に収納する。正極２１および
負極２２を電池缶１１の内部に収納したのち、電解液を電池缶１１の内部に注入し、セパ
レータ２３に含浸させる。その後、電池缶１１の開口端部に電池蓋１４、安全弁機構１５
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および熱感抵抗素子１６を、ガスケット１７を介してかしめることにより固定する。以上
により、図１、図２に示した非水電解質電池が作製される。
【００７３】
＜効果＞
　この発明の第１の実施の形態では、生産性および電池容量を向上できるとともに、長期
および高温などの過酷な環境下における使用時の電池特性を改善できる。
【００７４】
２．第２の実施の形態
（非水電解質電池の構成）
　この発明の第２の実施の形態による非水電解質電池について説明する。図３はこの発明
の第２の実施の形態による非水電解質電池の分解斜視構成を表しており、図４は図３に示
した巻回電極体３０のＩ－Ｉ線に沿った断面を拡大して示している。
【００７５】
　この非水電解質電池は、主に、フィルム状の外装部材４０の内部に、正極リード３１お
よび負極リード３２が取り付けられた巻回電極体３０が収納されたものである。このフィ
ルム状の外装部材４０を用いた電池構造は、ラミネートフィルム型と呼ばれている。
【００７６】
　正極リード３１および負極リード３２は、例えば、外装部材４０の内部から外部に向か
って同一方向に導出されている。正極リード３１は、例えば、アルミニウムなどの金属材
料によって構成されており、負極リード３２は、例えば、銅、ニッケルまたはステンレス
などの金属材料によって構成されている。これらの金属材料は、例えば、薄板状または網
目状になっている。
【００７７】
　外装部材４０は、例えば、ナイロンフィルム、アルミニウム箔およびポリエチレンフィ
ルムがこの順に貼り合わされたアルミラミネートフィルムによって構成されている。この
外装部材４０は、例えば、ポリエチレンフィルムが巻回電極体３０と対向するように、２
枚の矩形型のアルミラミネートフィルムの外縁部同士が融着または接着剤によって互いに
接着された構造を有している。
【００７８】
　外装部材４０と正極リード３１および負極リード３２との間には、外気の侵入を防止す
るための密着フィルム４１が挿入されている。この密着フィルム４１は、正極リード３１
および負極リード３２に対して密着性を有する材料によって構成されている。このような
材料としては、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、変性ポリエチレンまたは変性ポ
リプロピレンなどのポリオレフィン樹脂が挙げられる。
【００７９】
　なお、外装部材４０は、上記したアルミラミネートフィルムに代えて、他の積層構造を
有するラミネートフィルムによって構成されていてもよいし、ポリプロピレンなどの高分
子フィルムまたは金属フィルムによって構成されていてもよい。
【００８０】
　図４は、図３に示した巻回電極体３０のＩ－Ｉ線に沿った断面構成を表している。この
巻回電極体３０は、セパレータ３５および電解質３６を介して正極３３と負極３４とが積
層および巻回されたものであり、その最外周部は、保護テープ３７によって保護されてい
る。
【００８１】
　正極３３は、例えば、正極集電体３３Ａの両面に正極活物質層３３Ｂが設けられたもの
である。負極３４は、例えば、負極集電体３４Ａの両面に負極活物質層３４Ｂが設けられ
たものであり、その負極活物質層３４Ｂが正極活物質層３３Ｂと対向するように配置され
ている。正極集電体３３Ａ、正極活物質層３３Ｂ、負極集電体３４Ａ、負極活物質層３４
Ｂおよびセパレータ３５の構成は、夫々第２の実施の形態の正極集電体２１Ａ、正極活物
質層２１Ｂ、負極集電体２２Ａ、負極活物質層２２Ｂおよびセパレータ２３の構成と同様
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である。
【００８２】
　電解質３６は、上述した第１の実施の形態と同様の電解液と、それを保持する高分子化
合物とを含んでおり、いわゆるゲル状の電解質である。ゲル状の電解質は、高いイオン伝
導率（例えば、室温で１ｍＳ／ｃｍ以上）が得られると共に漏液が防止されるので好まし
い。
【００８３】
　高分子化合物としては、電解液を吸収してゲル化するものを用いることができる。例え
ば、ポリアクリロニトリル、ポリフッ化ビニリデン、ポリフッ化ビニリデンとポリヘキサ
フルオロピレンとの共重合体、ポリテトラフルオロエチレン、ポリヘキサフルオロプロピ
レン、ポリエチレンオキサイド、ポリプロピレンオキサイド、ポリフォスファゼン、ポリ
シロキサン、ポリ酢酸ビニル、ポリビニルアルコール、ポリメタクリル酸メチル、ポリア
クリル酸、ポリメタクリル酸、スチレン－ブタジエンゴム、ニトリル－ブタジエンゴム、
ポリスチレン、またはポリカーボネートなどが挙げられる。これらは単独でもよいし、複
数種が混合されてもよい。中でも、ポリアクリロニトリル、ポリフッ化ビニリデン、ポリ
ヘキサフルオロプロピレンまたはポリエチレンオキサイドが好ましい。電気化学的に安定
だからである。
【００８４】
（非水電解質電池の製造方法）
　この非水電解質電池は、例えば、以下の３種類の製造方法（第１～第３の製造方法）に
よって製造される。
【００８５】
（第１の製造方法）
　第１の製造方法では、最初に、例えば、上記した第２の実施の形態の正極２１および負
極２２の作製手順と同様の手順により、正極集電体３３Ａの両面に正極活物質層３３Ｂを
形成して正極３３を作製する。また、負極集電体３４Ａの両面に負極活物質層３４Ｂを形
成して負極３４を作製する。
【００８６】
　続いて、電解液と、高分子化合物と、溶剤とを含む前駆溶液を調製して正極３３および
負極３４に塗布したのち、溶剤を揮発させてゲル状の電解質３６を形成する。続いて、正
極集電体３３Ａに正極リード３１を取り付けると共に、負極集電体３４Ａに負極リード３
２を取り付ける。
【００８７】
　続いて、電解質３６が形成された正極３３と負極３４とをセパレータ３５を介して積層
させてから長手方向に巻回し、その最外周部に保護テープ３７を接着させて巻回電極体３
０を作製する。最後に、例えば、２枚のフィルム状の外装部材４０の間に巻回電極体３０
を挟み込んだのち、その外装部材４０の外縁部同士を熱融着などで接着させて巻回電極体
３０を封入する。この際、正極リード３１および負極リード３２と外装部材４０との間に
、密着フィルム４１を挿入する。これにより、非水電解質電池が完成する。
【００８８】
（第２の製造方法）
　第２の製造方法では、最初に、正極３３に正極リード３１を取り付けると共に、負極３
４に負極リード３２を取り付ける。続いて、セパレータ３５を介して正極３３と負極３４
とを積層して巻回させたのち、その最外周部に保護テープ３７を接着させて、巻回電極体
３０の前駆体である巻回体を作製する。
【００８９】
　続いて、２枚のフィルム状の外装部材４０の間に巻回体を挟み込んだのち、一辺の外周
縁部を除いた残りの外周縁部を熱融着などで接着させて、袋状の外装部材４０の内部に巻
回体を収納する。続いて、電解液と、高分子化合物の原料であるモノマーと、重合開始剤
と、必要に応じて重合禁止剤などの他の材料とを含む電解質用組成物を調製して袋状の外
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装部材４０の内部に注入したのち、その外装部材４０の開口部を熱融着などで密封する。
最後に、モノマーを熱重合させて高分子化合物とすることにより、ゲル状の電解質３６を
形成する。これにより、非水電解質電池が完成する。
【００９０】
（第３の製造方法）
　第３の製造方法では、最初に、高分子化合物が両面に塗布されたセパレータ３５を用い
ることを除き、上記した第２の製造方法と同様に、巻回体を形成して袋状の外装部材４０
の内部に収納する。
【００９１】
　このセパレータ３５に塗布する高分子化合物としては、例えば、フッ化ビニリデンを成
分とする重合体、すなわち単独重合体、共重合体または多元共重合体などが挙げられる。
具体的には、ポリフッ化ビニリデンや、フッ化ビニリデンおよびヘキサフルオロプロピレ
ンを成分とする二元系共重合体や、フッ化ビニリデン、ヘキサフルオロプロピレンおよび
クロロトリフルオロエチレンを成分とする三元系共重合体などである。
【００９２】
　なお、高分子化合物は、上記したフッ化ビニリデンを成分とする重合体と共に、他の１
種または２種以上の高分子化合物を含んでいてもよい。続いて、電解液を調製して外装部
材４０の内部に注入したのち、その外装部材４０の開口部を熱融着などで密封する。最後
に、外装部材４０に加重をかけながら加熱し、高分子化合物を介してセパレータ３５を正
極３３および負極３４に密着させる。これにより、電解液が高分子化合物に含浸し、その
高分子化合物がゲル化して電解質３６が形成されるため、非水電解質電池が完成する。
【００９３】
＜効果＞
　第２の実施の形態は、第１の実施の形態と同様の効果を有する。
【００９４】
３．第３の実施の形態
　この発明の第３の実施の形態による非水電解質電池について説明する。この発明の第４
の実施の形態による非水電解質電池は、電解液を高分子化合物に保持させたもの（電解質
３６）に代えて、電解液をそのまま用いた点以外は、第２の実施の形態による非水電解質
電池と同様である。したがって、以下では、第２の実施の形態と異なる点を中心にその構
成を詳細に説明する。
【００９５】
（非水電解質電池の構成）
　この発明の第３の実施の形態による非水電解質電池では、ゲル状の電解質３６の代わり
に、電解液を用いている。したがって、巻回電極体３０は、電解質３６が省略された構成
を有し、電解液がセパレータ３５に含浸されている。
【００９６】
（非水電解質電池の製造方法）
　この非水電解質電池は、例えば、以下のように製造する。
【００９７】
　まず、例えば正極活物質と結着剤と導電剤とを混合して正極合剤を調製し、Ｎ－メチル
－２－ピロリドンなどの溶剤に分散させることにより正極合剤スラリーを作製する。次に
、この正極合剤スラリーを両面に塗布し、乾燥させ圧縮成型して正極活物質層３３Ｂを形
成し正極３３を作製する。次に、例えば正極集電体３３Ａに正極リード３１を、例えば超
音波溶接、スポット溶接などにより接合する。
【００９８】
　また、例えば負極材料と結着剤とを混合して負極合剤を調製し、Ｎ－メチル－２－ピロ
リドンなどの溶剤に分散させることにより負極合剤スラリーを作製する。次に、この負極
合剤スラリーを負極集電体３４Ａの両面に塗布し乾燥させ、圧縮成型して負極活物質層３
４Ｂを形成し、負極３４を作製する。次に、例えば負極集電体３４Ａに負極リード３２を
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例えば超音波溶接、スポット溶接などにより接合する。
【００９９】
　続いて、正極３３と負極３４とをセパレータ３５を介して巻回して外装部材４０の内部
に挟み込んだのち、外装部材４０の内部に、電解液を注入し、外装部材４０を密閉する。
これにより、図３および図４示す非水電解質電池が得られる。
【０１００】
＜効果＞
　第３の実施の形態は、第１の実施の形態と同様の効果を有する。
【０１０１】
４．第４の実施の形態
（非水電解質電池の構成）
　図５は、この発明の第４の実施の形態による非水電解質電池の構成の一例を示す分解斜
視図である。図５に示すように、この非水電解質電池は、正極リード７３および負極リー
ド７４が取り付けられた電池素子７１をフィルム状の外装部材７２の内部に収容したもの
であり、小型化、軽量化および薄型化が可能となっている。
【０１０２】
　正極リード７３および負極リード７４は、それぞれ外装部材７２の内部から外部に向か
い例えば同一方向に導出されている。
【０１０３】
　図６は、電池素子７１の外観の一例を示す斜視図である。図７は、電池素子７１の構成
の一例を示す断面図である。図６および図７に示すように、この電池素子７１は、正極８
１と負極８２とをセパレータ８３を介して積層した積層電極体であり、電池素子７１には
、第１の実施の形態と同様の電解液が含浸されている。
【０１０４】
　正極８１は、例えば、一対の面を有する正極集電体８１Ａの両面に正極活物質層８１Ｂ
が設けられた構造を有している。正極８１は、図８に示すように、矩形状の電極部分と、
その電極部分の一辺から延在された集電体露出部分８１Ｃとを有する。この集電体露出部
分８１Ｃには正極活物質層８１Ｂが設けられず、正極集電体８１Ａが露出した状態となっ
ている。集電体露出部８１Ｃは、正極リード７３と電気的に接続される。なお、図示はし
ないが、正極集電体８１Ａの片面のみに正極活物質層８１Ｂが存在する領域を設けるよう
にしてもよい。
【０１０５】
　負極８２は、例えば、一対の面を有する負極集電体８２Ａの両面に負極活物質層８２Ｂ
が設けられた構造を有している。負極８２は、図９に示すように、矩形状の電極部分と、
その電極部分の一辺から延在された集電体露出部分８２Ｃとを有する。この集電体露出部
分８２Ｃには負極活物質層８２Ｂが設けられず、負極集電体８２Ａが露出した状態となっ
ている。集電体露出部８２Ｃは、負極リード７４と電気的に接続される。なお、図示はし
ないが、負極集電体８２Ａの片面のみに負極活物質層８２Ｂが存在する領域を設けるよう
にしてもよい。
【０１０６】
　セパレータ８３は、図１０に示すように、矩形状などの形状を有する。
【０１０７】
　正極集電体８１Ａ、正極活物質層８１Ｂ、負極集電体８２Ａ、負極活物質層８２Ｂ、セ
パレータ８３を構成する材料は、それぞれ、上述の第２の実施の形態における正極集電体
２１Ａ、正極活物質層２１Ｂ、負極集電体２２Ａ、負極活物質層２２Ｂおよびセパレータ
２３と同様である。
【０１０８】
（非水電解質電池の製造方法）
　上述のように構成された非水電解質電池は、例えば以下のようにして製造することがで
きる。
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【０１０９】
（正極の作製）
　正極８１は以下のようにして作製する。まず、例えば、正極材料と、結着剤と、導電剤
とを混合して正極合剤を調製し、この正極合剤をＮ－メチルピロリドンなどの有機溶剤に
分散させてペースト状の正極合剤スラリーを作製する。次に、これを正極集電体８１Ａの
両面に塗布、乾燥後、プレスすることにより正極活物質層８１Ｂを形成する。その後、こ
れを図８に示す形状などに切断し、正極８１を得る。
【０１１０】
（負極の作製）
　負極８２は以下のようにして作製する。まず、例えば、負極材料と、結着剤と、導電剤
とを混合して負極合剤を調製し、この負極合剤をＮ－メチルピロリドンなどの有機溶剤に
分散させてペースト状の負極合剤スラリーを作製する。次に、これを負極集電体８２Ａの
両面に塗布、乾燥後、プレスすることにより負極活物質層８２Ｂを形成する。その後、こ
れを図９に示す形状などに切断し、負極８２を得る。
【０１１１】
（電池素子の作製）
　電池素子７１を以下のようにして作製する。まず、ポリプロピレン製微多孔フィルムな
どを図１０に示す形状に切断し、セパレータ８３を作製する。次に、上述のようにして得
られた複数枚の負極８２、正極８１およびセパレータ８３を、例えば、図７に示すように
、負極８２、セパレータ８３、正極８１、・・・、正極８１、セパレータ８３、負極８２
の順で積層して電池素子７１を作製する。
【０１１２】
　次に、正極８１の集電体露出部８２Ｃを正極リード７３に溶接する。同様にして、負極
８２の集電体露出部８２Ｃを負極リード７４に溶接する。次に、電解液を電池素子７１に
含浸させた後、外装部材７２の間に電池素子７１を挟み込み、外装部材７２の外縁部同士
を熱溶着などにより密着させて封入する。その際、正極リード７３、負極リード７４が熱
融着部を介して外装部材７２の外部に出るようにし、これらを正負極端子とする。以上に
より、目的とする非水電解質電池が得られる。
【０１１３】
＜効果＞
　第４の実施の形態は、第１の実施の形態と同様の効果を有する。
【０１１４】
５．第５の実施の形態
　次に、この発明の第５の実施の形態について説明する。この第５の実施の形態による非
水電解質電池は、第４の実施の形態の非水電解質電池において、電解液の代わりに、ゲル
状の電解質層を用いるものである。なお、上述の第４の実施の形態と同様の部分には同一
の符号を付してその説明を省略する。
【０１１５】
（非水電解質電池の構造）
　図１１は、第２の実施の形態による非水電解質二次電池に用いられる電池素子の構成の
一例を示す断面図である。電池素子８５は、正極８１と負極８２とをセパレータ８３およ
び電解質層８４を介して積層したものである。
【０１１６】
　電解質層８４は、第１の実施の形態と同様の電解液と、この電解液を保持する保持体と
なる高分子化合物とを含み、いわゆるゲル状となっている。ゲル状の電解質層８４は高い
イオン伝導率を得ることができると共に、電池の漏液を防止することができるので好まし
い。高分子化合物の構成は、第４の実施の形態による非水電解質電池と同様である。
【０１１７】
（非水電解質電池の製造方法）
　上述のように構成された非水電解質電池は、例えば、次のようにして製造することがで
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【０１１８】
　まず、正極８１および負極８２のそれぞれに、溶媒と、電解質塩と、高分子化合物と、
混合溶剤とを含む前駆溶液を塗布し、混合溶剤を揮発させて電解質層８４を形成する。そ
の後の工程は、電解質層８４が形成された正極８１および負極８２を用いる以外のことは
上述の第４の実施の形態と同様にして、非水電解質電池を得ることができる。
【０１１９】
＜効果＞
　この発明の第５の実施の形態は、第１の実施の形態と同様の効果を有する。
【実施例】
【０１２０】
　この発明の具体的な実施例について詳細に説明するが、本発明はこれに限定されるもの
ではない。
【０１２１】
　以下では、説明の便宜上、以下の化合物を化Ａ～化Ｕとして説明する。
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【０１２２】
＜実施例１－１＞
　以下の手順により、負極活物質として、炭素材料であるＭＣＭＢ（メソカーボンマイク
ロビーズ）系黒鉛を用いて、図３および図４に示したラミネートフィルム型の二次電池を
作製した。
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【０１２３】
　まず、正極活物質としてコバルト酸リチウム（ＬｉＣｏＯ2）９４質量部と、導電剤と
してグラファイト３質量部と、結着剤としてポリフッ化ビニリデン（ＰＶｄＦ）３質量部
とを均質に混合してＮ－メチルピロリドンを添加し、正極合剤塗液を得た。
【０１２４】
　次に、この正極合剤塗液を、厚み１０μｍのアルミニウム箔上の両面に、均一に塗布し
、乾燥させ圧縮成型し、片面あたりの厚さが３０μｍの正極活物質層（活物質層の体積密
度：３．４０ｇ／ｃｃ）を形成した。これを幅５０ｍｍ、長さ３００ｍｍの形状に切断し
て正極を得た。
【０１２５】
　また、負極活物質としてＭＣＭＢ（メソカーボンマイクロビーズ）系黒鉛９７質量部と
、結着剤としてＰＶｄＦ３質量部とを均質に混合してＮ－メチルピロリドンを添加し負極
合剤塗液を得た。
【０１２６】
　次に、この負極合剤塗液を、厚み１０μｍの銅箔上の両面に、均一に塗布し、乾燥させ
圧縮成型し、片面当たりの厚さが３０μｍの負極活物質層（活物質層の体積密度：１．８
０ｇ／ｃｃ）を形成した。これを幅５０ｍｍ、長さ３００ｍｍの形状に切断して負極を得
た。
【０１２７】
　セパレータとしては、厚さ７μｍの微多孔性ポリエチレンフィルムの両面にポリフッ化
ビニリデンを２μｍずつ塗布したものを用いた。
【０１２８】
　電解液を以下のように調製した。すなわち、まず、エチレンカーボネート（ＥＣ）：ジ
エチルカーボネート（ＤＥＣ）＝３：７（質量比）の混合溶媒を調製し、この混合溶媒に
電解質塩として六フッ化リン酸リチウム（ＬｉＰＦ6）を０．９ｍｏｌ／ｋｇとなるよう
に溶解したものを調製した。これに対して、化Ａを０．００５質量％溶解させ、これによ
り、電解液を調製した。
【０１２９】
　正極と負極とを、セパレータを介して巻回した後、アルミニウムラミネートフィルムか
らなる袋状の外装部材に入れたのち、電解液を２ｇ注液し、その後、袋を熱融着して実施
例１－１のラミネートフィルム型電池を作製した。この電池の活物質量に基づく容量は８
００ｍＡｈであった。
【０１３０】
＜実施例１－２＞
　電解液の調製の際に、化Ａの濃度を０．０１質量％に変えた点以外は、実施例１－１と
同様にして、ラミネートフィルム型電池を作製した。
【０１３１】
＜実施例１－３＞
　電解液の調製の際に、化Ａの濃度を０．５質量％に変えた点以外は、実施例１－１と同
様にして、ラミネートフィルム型電池を作製した。
【０１３２】
＜実施例１－４＞
　電解液の調製の際に、化Ａの濃度を１質量％に変えた点以外は、実施例１－１と同様に
して、ラミネートフィルム型電池を作製した。
【０１３３】
＜実施例１－５＞
　電解液の調製の際に、化Ａの濃度を２質量％に変えた点以外は、実施例１－１と同様に
して、ラミネートフィルム型電池を作製した。
【０１３４】
＜比較例１－１＞
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　電解液の調製の際に、化Ａを加えなかった点以外は、実施例１－１と同様にして、ラミ
ネートフィルム型電池を作製した。
【０１３５】
＜比較例１－２＞
　電解液の調製の際に、化Ａを加えず、作製後の電池を１２時間静置することにより、電
解液を電極活物質に浸透させた点以外は、実施例１－１と同様にして、ラミネートフィル
ム型電池を作製した。
【０１３６】
　実施例１－１～実施例１－５および比較例１－１～比較例１－２の電池について、以下
の高温サイクル試験および高温保存試験を行った。
【０１３７】
（初期容量の測定および長期サイクル試験）
　最初に、各電池を２３℃環境下８００ｍＡで１サイクル充放電させて、初回放電容量を
求めた。続いて、２３℃環境下において３００サイクルの充放電を繰り返し、１サイクル
目の放電容量に対する３００サイクルにおける放電容量維持率を、（３００サイクル目の
放電容量／１サイクル目の放電容量）×１００（％）として求めた。充放電条件としては
、１Ｃの電流で上限電圧４．２Ｖまで定電流定電圧充電したのち、１Ｃの電流で終止電圧
３．０Ｖまで定電流放電した。この「１Ｃ」とは、理論容量を１時間で放電しきる電流値
である。
【０１３８】
（高温保存時の膨れの測定）
　最初に、各電池を２３℃環境下８００ｍＡで１サイクル充放電させて、保存前の電池厚
さを測定した。次に、再度２３℃の雰囲気中において、４．２Ｖを上限として３時間充電
した後、４．２Ｖの充電状態において８５℃の恒温槽中に２４時間保存し、保存後の電池
厚さと保存前の電池厚さとの差を高温保存時の膨れとして求めた。
【０１３９】
（高温保存後抵抗の測定）
　初回充電後に４．２Ｖ充電状態における１ｋＨｚ交流インピーダンスの値（ｍΩ）を測
定し、４．２Ｖの充電状態において８５℃の恒温槽中に２４時間保存してから同様の測定
を行った。保存後抵抗変化（ｍΩ）＝（保存後の抵抗）－（初回充電時の抵抗）として算
出した。
【０１４０】
　試験結果を表１に示す。
【０１４１】
【表１】

【０１４２】
　表１から以下のことがわかる。実施例１－１～実施例１－５によれば、化Ａを含む電解
液を用いているため、高い放電容量が得られた。電池の容量は、活物質量から計算される
容量に近づくことから、界面活性剤（化Ａ）の効果により電解液が電極中に十分浸透した
と考えられる。また、実施例１－１～実施例１－５によれば、化Ａを含む電解液を用いて
いるため、化Ａを含まない電解液を用いた比較例１－１および比較例１－２より、高温保
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存時の膨れおよび抵抗値の上昇が抑制された。
【０１４３】
　なお、電解液中に界面活性剤（化Ａ）を含まないが、１２時間静置する工程により、電
解液を浸透させた比較例１－２では、比較例１－１より、高い放電容量が得られるが十分
ではない。これは、電解液の電極への浸透が遅く、電解液の電極への浸透が十分でないた
めと考えられる。
【０１４４】
　また、実施例１－１～実施例１－５によれば、化Ａの含有量は、化Ａによる被膜が過剰
に生成しない、０．０１質量％以上１質量％以下であることが好ましいことがわかった。
化Ａの含有量が、１質量％を超えた場合には、高温保存時の膨れ抑制効果は高くなるが、
抵抗上昇とそれに伴う放電容量の減少が見られた。
【０１４５】
＜実施例２－１＞
　実施例１－３と同様にして、ラミネートフィルム型電池を作製した。
【０１４６】
＜実施例２－２～実施例２－１１、比較例２－１～比較例２－１０＞
　電解液の調製の際に、化Ａの代わりに、化Ｂ～化Ｕを加えた点以外は、実施例２－１と
同様にして、ラミネートフィルム型電池を作製した。
【０１４７】
　実施例２－１～実施例２－１１および比較例２－１～比較例２－１０のラミネートフィ
ルム型電池について、実施例１－１と同様に、初期容量の測定および長期サイクル試験、
高温保存時の膨れの測定、高温保存後抵抗の測定を行った。試験結果を表２に示す。
【０１４８】
【表２】

【０１４９】
　表２から以下のことがわかる。
　化Ａ～化Ｋのように、主鎖の炭素数が８以上の飽和炭化水素基を有するハロゲン化シリ
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ルアルキル化合物を含む電解液を用いた場合には、高い放電容量が得られた。すなわち、
飽和炭化水素基の主鎖の炭素数多いほど、界面活性剤としての効果が高まり、主鎖の炭素
数が８以上の飽和炭化水素基を有するハロゲン化シリルアルキル化合物は、界面活性剤と
しての効果が十分に大きいものであり、これを含む電解液を用いた場合には、高い放電容
量が得られた。
　なお、飽和炭化水素基の主鎖の炭素数が多いほど、界面活性剤としての効果が高くなる
が、化Ｇ、化Ｈのように、２０以上になると、ハロゲン化シリル基の相対的な濃度が低下
するため、高温保存時の膨れを抑制する効果が若干弱くなる傾向にあった。
　一方、化Ｌ～化Ｐのように、主鎖の炭素数が７以下の飽和炭化水素基を有するハロゲン
化シリルアルキル化合物を含む電解液を用いた場合には、界面活性剤としての効果が小さ
く、高い放電容量を得ることができなかった。
【０１５０】
　また、化Ａ～化Ｋのように、ケイ素原子上にハロゲンを有するハロゲン化シリルアルキ
ル化合物は、初回充電時の反応性が高く強固な被膜を形成できることが考えられるため、
高温保存時の膨れの抑制効果が大きかった。
　一方、化Ｑ～化Ｒのように、ケイ素原子上にハロゲンを有さないハロゲン化シリルアル
キル化合物を含む電解液を用いた場合には、高温保存時の膨れの抑制効果が小さかった。
【０１５１】
　化Ｓ、化Ｔおよび化Ｕは、界面活性効果を有するが、初回充放電時の反応性が低く被膜
を形成することができないため、これらの化合物を含む電解液を用いた場合には、高温保
存時の膨れおよび抵抗値の上昇を抑制することができなかった。
【０１５２】
６．他の実施の形態
　この発明は、上述したこの発明の実施形態に限定されるものでは無く、この発明の要旨
を逸脱しない範囲内で様々な変形や応用が可能である。
【０１５３】
　例えば、上述の実施の形態および実施例では、ラミネートフィルム型、円筒型の電池構
造を有する電池、電極を巻回した巻回構造を有する電池、電極を積み重ねた構造を有する
スタック型の電池について説明したが、これらに限定されるものではない。例えば、角型
、コイン型、またはボタン型などの他の電池構造を有する電池、正極と負極とを積層しつ
づら折りにした電池素子を備えた電池についても同様に、この発明を適用することができ
、同様の効果を得ることができる。またナトリウム（Ｎａ）、カリウム（Ｋ）などの他の
アルカリ金属、またはマグネシウム（Ｍｇ）、カルシウム（Ｃａ）などのアルカリ土類金
属、アルミニウムなどの他の軽金属を用いる場合についても、この発明を適用することが
でき、同様の効果を得ることができる。また、負極活物質としてリチウム金属を用いても
よい。化学反応を伴う電池だけでなく、電解液を使用する電気二重層キャパシタなどの他
の電気化学デバイスにも適用可能である。
【符号の説明】
【０１５４】
　１１・・・電池缶、１２，１３・・・絶縁板、１４・・・電池蓋、１５Ａ・・・ディス
ク板、１５・・・安全弁機構、１６・・・熱感抵抗素子、１７・・・ガスケット、２０・
・・巻回電極体、２１・・・正極、２１Ａ・・・正極集電体、２１Ｂ・・・正極活物質層
、２２・・・負極、２２Ａ・・・負極集電体、２２Ｂ・・・負極活物質層、２３・・・セ
パレータ、２４・・・センターピン、２５・・・正極リード、２６・・・負極リード、２
７・・・ガスケット、３０・・・巻回電極体、３１・・・正極リード、３２・・・負極リ
ード、３３・・・正極、３３Ａ・・・正極集電体、３３Ｂ・・・正極活物質層、３４・・
・負極、３４Ａ・・・負極集電体、３４Ｂ・・・負極活物質層、３５・・・セパレータ、
３６・・・電解質、３７・・・保護テープ、４０・・・外装部材、４１・・・密着フィル
ム、７１・・・電池素子、７２・・・外装部材、７３・・・正極リード、７４・・・負極
リード、８１・・・正極、８２・・・負極、８３・・・セパレータ
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